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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２．第20期中、第21期中、第22期中及び第21期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新

株予約権等の残高がありますが、中間（当期）純損失が発生しているため記載しておりません。 

     ３．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、 

       （ ）内に平均人数を外書で記載しております。 

     ４．第21期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月 

            ９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計適用指針第８号 

         平成17年12月９日）を適用しております。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 1,395,591 1,643,658 1,694,556 3,215,600 3,636,933 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
△93,487 △42,422 △133,228 111,636 18,903 

中間（当期）純損失（△） 

又は当期純利益（千円） 
△109,660 △301,647 △164,772 64,368 △250,271 

純資産額（千円） 2,939,891 2,859,066 2,798,605 3,107,949 2,928,203 

総資産額（千円） 4,493,009 4,801,772 4,641,072 4,636,059 4,884,985 

１株当たり純資産額（円） 70,895.42 67,545.51 65,356.30 74,948.14 68,414.70 

１株当たり中間(当期)純損失(△)

又は当期純利益（円） 
△2,644.45 △7,231.84 △3,848.11 1,552.25 △5,926.68 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － 1,502.22 － 

自己資本比率（％） 65.4 59.5 60.3 67.0 59.9 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△97,553 29,397 △49,939 △131,164 133,252 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△68,262 119,705 113,912 △240,683 6,047 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△156,578 445,270 57,257 △212,410 258,928 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,066,783 1,415,710 1,356,635 796,219 1,214,841 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

57 

(22)

76 

(17)

91 

(24)

72 

(22)

83 

(15)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２．第20期中、第21期中及び第21期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権等

の残高がありますが、中間（当期）純損失が発生しているため記載しておりません。 

        ３．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、 

           （ ）内に平均人数を外書で記載しております。 

４．第21期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月９ 

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 1,220,232 1,372,978 1,343,486 2,861,606 3,060,998 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
△92,484 △45,421 △154,767 118,479 81,362 

中間（当期）純損失（△） 

又は当期純利益（千円） 
△108,571 △280,455 △354,089 102,596 △192,937 

資本金（千円） 2,024,978 2,035,378 2,041,528 2,024,978 2,041,278 

発行済株式総数（株） 41,468 42,328 42,820 41,468 42,800 

純資産額（千円） 2,929,110 2,882,347 2,632,683 3,140,667 2,983,245 

総資産額（千円） 4,461,684 4,750,499 4,370,169 4,604,517 4,815,439 

１株当たり純資産額（円） 70,635.44 68,095.52 61,481.41 75,737.14 69,700.74 

１株当たり中間(当期)純損失(△)

又は当期純利益（円） 
△2,618.19 △6,723.78 △8,269.45 2,474.10 △4,568.94 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － 2,394.36 － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 65.6 60.6 60.2 68.2 62.0 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

52 

(19)

67 

(16)

81 

(20)

66 

(19)

73 

(14)



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 なお、バイオ・ベンチャーへの投資・育成を事業目的として、当社の子会社が１社、関連会社が１社増加しており

ます。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、所在地別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、

（ ）内に平均人数を外書で記載しております。 

  （注） 従業員数は、前期末に比べ８人増加しておりますが、これは新規米国ＯＥＭ先対応及び管理体制の強化を 

    行ったためであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、

（ ）内に平均人数を外書で記載しております。 

  （注）  従業員数は、前期末に比べ８人増加しておりますが、これは新規米国ＯＥＭ先対応及び管理体制の強化を 

    行ったためであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であり、特記すべき事項はありません。 

名 称 住 所 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の 

所有割合 

（％） 

関係内容 

 （連結子会社） 

ＰＳＳキャピタル 

株式会社 

 

 千葉県松戸市 

  

  

 

    30 

 

 

バイオ・ベンチャー

への投資・育成 

  

 

    100 

  

 

当社グループの投資会社

役員の兼任有り 

  

 （持分法適用関連会社） 

バイオコンテンツ投資事

業有限責任組合 

 

 東京都渋谷区 

  

 

  

    100 

  

  

 

 バイオ・ベンチャー

への投資・育成 

  

 

      

        50

       (5) 

  

  

 

当社グループの投資会社

  

  平成18年12月31日現在

所在地 従業員数（人） 

日本 81( 20) 

米国 5(  1) 

ドイツ 5(  3) 

合計 91( 24) 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 81( 20) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間は、前年急拡大した㈱三菱化学ヤトロン向け販売が低調であったものの、キアゲングループ向け販

売が拡大、ロシュグループ向けは前年並みを確保しました。一方、ドイツ子会社で製造販売しているOEM先向けプラスチ

ック消耗品販売が好調に推移したことなどから、売上高1,694百万円（前年同期比3.1％増）と小幅ながら増収を確保いた

しました。売上総利益も701百万円（前年同期比7.1％増）と増益を確保することができました。 

一方、新規米国OEM先対応のための人員増加や設備拡充に伴う諸経費の増加などにより、販売費及び一般管理費は829百万

円（前年同期比19.2％増）となり、営業損失128百万円の計上となりました、また、研究開発費は、検出・測定領域での

研究開発に注力していることもあり、245百万円（前年同期比32.1%増）と大きく増加しております。 

営業外損益では、受取利息や為替差益などの営業外収益22百万円に対し、支払利息や持分法による投資損失などの営業外

費用27百万円となり、経常損失は前年同期比90百万円増となる133百万円の計上となりました。 

  

取引先別の販売状況は、下表のとおりであります。 

 当社グループの主力製品でありますＤＮＡ自動抽出装置等（免疫化学発光測定装置を含む）の大部分は、OEM（相手先

ブランドによる販売）を通じて世界の主要市場に販売されております。OEM先は多角化しつつありますが、依然としてロ

シュグループ、キアゲングループ、㈱三菱化学ヤトロンの３社が主力OEM先となっています。装置の利用に伴い消費され

る専用プラスチック消耗品に関しても、その多くがOEM先を通じて販売されております。 

 ロシュグループに関しては、DNA自動抽出装置の販売がやや低調でしたが、プラスチック消耗品をあわせた売上高は、

前年同期比0.7％増の806百万円となりました。 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 対前年 

同期 
増減率 

参考 
前連結会計年度 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 

売上高 1,643 100.0 1,694 100.0 3.1 3,636 100.0 

売上総利益 654 39.8 701 41.4 7.1 1,462 40.2 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△41 △2.5 △128 △7.6 

  

       － 

  

12 0.3 

経常利益又は 

経常損失（△） 
△42 △2.6 △133 △7.9 

  

         － 

  

18 0.5 

中間純損失又は 

当期純損失 
301 △18.4 164 △9.7 

  

           － 

  

250 △6.9 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

対前年同 
期増減率 

参考 
前連結会計年度 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 

ロシュグループ 800 48.7 806 47.6 0.7 1,870 51.4 

キアゲングループ 405 24.7 441 26.1 8.8 984 27.1 

㈱三菱化学ヤトロン 303 18.4 135 8.0 △55.4 364 10.0 

その他 134 8.2 311 18.3 131.5 416 11.5 

合計 1,643 100.0 1,694 100.0 3.1 3,636 100.0



 キアゲングループに関しては、DNA自動抽出装置、プラスチック消耗品の販売がともに好調で、売上高441百万円と前

年同期を8.8％上回るものになりました。 

 ㈱三菱化学ヤトロンに関しては、小型免疫化学発光測定装置の出荷に遅れが生じていることなどから、売上高135百万

円（前年同期比55.4％減）にとどまりました。 

 その他取引先に関しては、大手臨床検査センター向け特注システムの販売等により、前年同期の134百万円から311百万

円へと大幅な増加となりました。 

  

 製品区分別の販売状況は、下表のとおりであります。 

①DNA自動抽出装置等 

  

 当区分は、当社グループの国際特許技術であるマグトレーション・テクノロジーを利用した自動化装置の区分であり、

DNA自動抽出装置の他、免疫化学発光測定装置も含んでおります。DNA自動抽出装置等に関しては、バイオ研究分野の進展

に伴い、多検体の短時間処理が必要となってくるため、その需要は拡大していくものと当社では考えております。 

 当中間連結会計期間は、ロシュグループ向けOEM製品の出荷がやや低調、キアゲングループ向けが順調に推移した一

方、㈱三菱化学ヤトロンに対する出荷が大幅に減少したことから、421台の販売実績で売上高は875百万円（前年同期比

15.0％減）となりました。 

 半期毎の販売実績は下表のとおりであります。主力OEM先であるロシュグループ、キアゲングループへの販売は、例

年、上期よりも下期に集中する傾向があります。また、装置単価は機種により１台あたり１百万円台から30百万円台まで

の品揃えがあるため、変動する傾向があります。なお、前年同期においては、㈱三菱化学ヤトロン向けのOEM製品につい

て、欧州での本格販売開始に備えた初期在庫確保の観点から、一時的に売上台数が大きく増加した経緯がありました。 

  

②その他理化学機器 

  

  当区分は、研究施設などで利用される各種自動化機器の他、各省庁やその外郭団体などからの受託開発事業の区分 

  であります。 

   当中間連結会計期間において、その他理化学機器の販売は前年同期比の３倍となる108百万円に拡大しました。当区 

  分の売上高は、特注システムの受注動向により大きく変動いたします。当中間連結会計期間末時点で262百万円の受注 

  残を確保しておりますので、通期でも前年実績を大きく上回るものと考えております。 

   

③ その他製品 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

対前年同 
期増減率 

参考 
前連結会計年度 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 

DNA自動抽出装置等 1,030 62.7 875 51.7 △15.0 2,120 58.3 

その他理化学機器 36 2.2 108 6.4 195.1 185 5.1 

その他製品 138 8.4 190 11.3 38.1 301 8.3 

商品 

(プラスチック消耗品) 
438 26.7 512 30.2 16.8 1,029 28.3 

その他営業収入 － － 7 0.4 － － － 

合計 1,643 100.0 1,694 100.0 3.1 3,636 100.0

  
平成17年６月期 平成18年６月期 

当中間連結 
会計期間 

上期 下期 上期 下期 

販売台数 （台） 382  519  548  533 421 

販売金額 （千円） 790,088  1,138,635  1,030,185  1,089,934 875,356 

販売単価 （千円） 2,068  2,194  1,880  2,044 2,079 



 

   当区分は、装置メンテナンスやスペアパーツ（交換部品）販売、自社販売のDNA自動抽出装置等に使用される核酸抽 

  出・精製用のプレパック試薬、ソフトウェア開発などの区分であります。 

   当中間連結会計期間は、売上高190百万円（前年同期比38.1％増）となりました。装置メンテナンスやスペアパーツ 

  販売などは、装置の累計出荷台数に応じて販売拡大が見込める性質があるため、当区分の売上高は、順調な伸長が期 

  待できるものと考えております。 

   

④ 商品（プラスチック消耗品） 

 

  当区分は、装置の使用に伴い消費されるティップやカートリッジなどのプラスチック消耗品の区分であります。当 

   社のDNA自動抽出装置等に使用される専用の消耗品が中心となっております。 

    当中間連結会計期間は、売上高512百万円（前年同期比16.8％増）と順調な増収となりました。特に、ドイツ子会社

   にて販売している欧州OEM先向けの消耗品販売が好調に推移いたしました。プラスチック消耗品は、装置の累計出荷 

   台数に応じて販売拡大が見込める性質があるため、今後も順調な伸長が期待できるものと考えております。 

  

⑤ その他営業収入 

  

  当中間連結会計期間においては、PSSキャピタル㈱による７百万円のファンド管理収入がありました。 



(2)所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

主力製品であるDNA自動抽出装置等及びOEM先向けプラスチック消耗品販売は好調でしたが、前中間期において初期在庫

確保の観点から大幅な売上増加となった㈱三菱化学ヤトロン向けOEM製品である小型免疫化学発光測定装置「PATHFAST」

の売上高が低迷したため、売上高407百万円（前年同期比16.8％減）となりました。 

また、営業費用1,467百万円（前年同期比3.4％増）を計上したため、営業損失116百万円（前年同期比70百万円の損失

増）となりました。 

②米国 

新規OEM先を2社獲得したことによる売上への本格的な寄与は来期以降になる見通しですが、自社販売拡大に取り組んだ

結果、売上高は90百万円（前年同期比272.2％増）と大幅な増収を確保いたしました。一方で、新規OEM先への対応や内部

管理を充実させたため諸経費の増加などがあり、営業費用156百万円（前年同期比90.8％増）を計上したため、営業損失

65百万円（前年同期比8百万円の損失増）となりました。 

③ドイツ 

DNA自動抽出装置等が好調であったこと、また、ドイツ子会社で製造販売しているOEM先向けのプラスチック消耗品販売

も好調に推移したことなどから、売上高1,196百万円（前年同期比5.9％増）となりました。この結果、営業費用1,118百

万円（前年同期比3.9％増）を計上したものの、営業利益80百万円（前年同期比41.6％増）となりました。 

  

(3)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失が133百万円（前年同期は276百万円の損失）となりま

したが、売上債権の減少による増加額が302百万円（前年同期は10百万円の増加）、棚卸資産の増加による減少額が128百

万円（前年同期は5百万円の増加）及び仕入債務の減少による減少額が233百万円（前年同期は、59百万円の減少）があっ

たため、全体としては49百万円のマイナスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻と預入の差額による収入199百万円（前年同期は117百万円の収

入）などが発生し、一方で、設備投資関連で有形固定資産の取得による支出39百万円（前年同期は39百万円の支出）、関

係会社株式への出資50百万円などが発生いたしました。これらの影響から、全体としては113百万円の収入（前年同期は

119百万円の収入）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出が139百万円（前年同期は668百万円の支出）、銀

行引受による私募債発行による収入196百万円（前年同期は343百万円の収入）などが発生し、全体として57百万円の収入

（前年同期は445百万円の収入）となりました。 

以上の結果として、換算差額による増加20百万円（前年同期は25百万円の増加）を加算して、現金及び現金同等物は

141百万円増加（前年同期は619百万円の増加）し、その中間期末残高は1,356百万円（前年同期は1,415百万円）となりま

した 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額は当中間連結会計期間の製品製造原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、プラスチック消耗品にかかる商品仕入高として322,715千円（前年同期比15.0％増）がありま

す。 

(2)受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況は、以下のとおりであります。当社グループの主力製品であるDNA自動抽出装

置等は、OEM製品を中心とした受注生産を基本としております。ロシュグループやキアゲングループ等のOEM先との間

では、３ヶ月前までには確定発注を頂戴する約束となっていることから、下記に示す受注状況の受注残高は、概ね３

～４ヶ月分程度となっております。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

区分 生産高（千円） 前年同期比（％） 

DNA自動抽出装置等 542,447 94.6 

その他理化学機器 118,694 278.5 

その他 137,877 245.3 

合計 799,019 118.8 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

  DNA自動抽出装置等 674,040 62.1 505,692 66.7 

製品 その他理化学機器 71,639 87.7 262,671 375.3 

  その他 190,929 138.1 － － 

商品 プラスチック消耗品 512,202 116.8 － － 

合計 1,448,813 83.1 768,363 92.8 

区分 販売高（千円） 前年同期比（％） 

  DNA自動抽出装置等 875,356 85.0 

製品 その他理化学機器 108,205 295.1 

  その他 190,929 138.1 

商品 プラスチック消耗品 512,202 116.8 

その

他  
その他の営業収入 7,863 － 

合計 1,694,556 103.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

Roche Diagnostics GmbH 733,527   44.6   728,159 43.0 

Qiagen Instruments AG 299,853   18.2   332,138 19.6 

㈱三菱化学ヤトロン 303,243   18.4   135,282 8.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに契約した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  

当社グループの属する遺伝子関連業界は、未だ黎明期にあって技術革新がめまぐるしい業界であります。こうい

った市場変化にきめ細かく対応するためには、小回りの効く柔軟な組織体を持ち、特許戦略を適確に推進しなが

ら、ターゲットを絞った研究開発テーマに迅速に取り組むことが極めて重要であります。変化が激しく流動的な市

場であるからこそ、当社グループのようなベンチャー企業でも並居る大手企業に伍して市場の覇権を握るチャンス

が十分にあると考えています。 

 その実現のために当社グループでは、市場の需要を先読みした完成度の高い製品を先行販売し、それがもたらす

デファクト・スタンダード化の実現に重点を置いた研究開発活動を推進すべきと考えております。 

 現在当社グループでは、上記を踏まえた研究開発プロジェクトを推進しておりますが、これらをはじめとした研

究開発活動には多額の資金と効果的な設備、そして多くの優秀な人材を要するものであります。そのため、当社グ

ループは今後とも、かかる経営資源の一層の充実・確保に努める方針です。しかしながら、かかる経営資源の確保

や研究開発活動が当社グループの計画どおりに順調に行われるという保証はなく、また技術環境等の変化如何によ

っては、各プロジェクトの目指す開発目標が変貌を余儀なくされ、当社グループの企業体力に比べて適正な規模や

内容ではなくなる可能性があります。そのような場合、研究 開発プロジェクトの遅延につながることとなり、投

下資本の回収に遅れを生じたり、過重な有利子負債を抱える可能性があるほか、当社グループが業界の技術革新に

乗り遅れる結果、当社グループの事業戦略や経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、245百万円であり、前年同期比32.1％の増加となって

おります。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には平成19年３月１日以降提出日までの新株予約権等の権利行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債に係る新株引受権の残高等は、次のとおりであります。 

 平成12年10月7日臨時株主総会決議 

（注）１ 当該新株予約権は、株式会社大阪証券取引所が定める「上場前の公募又は売出し等に関する規則」第20条の

２に規定する成功報酬型ワラントであります。 

２ 平成13年12月５日開催の取締役会決議に基づき、平成14年２月20日付にて普通株式１株につき４株の割合を

もって株式分割を実施いたしました。当該株式分割により、新株引受権の権利行使により発行する株式の数

及び発行価格は調整されております。 

   

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 171,200 

計 171,200 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,820 42,820 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 42,820 42,820 － － 

銘柄 
（発行年月日） 

中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株引受権
の残高 
（千円） 

発行価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

新株引受権
の残高 
（千円） 

発行価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

第５回新株引受権付無担

保社債 

（平成12年10月24日） 

4,900 25,000 12,500 4,900 25,000 12,500 



②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年９月21日定時株主総会決議 

（注）１ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予

約権の目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数を減じております。 

２ 平成15年８月29日開催の取締役会決議に基づき、公募増資を実施いたしました。当該新株発行は時価以下で

行われたため、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の権利行使により発行する株式の発行価格は

調整されております。 

３ a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のい

ずれかの地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内

に新株予約権の行使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当

社取締役会が当該地位喪失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。 

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当

社取締役会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。 

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 589 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 589  同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり  229,386 

（注２）  
同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成16年11月1日 

至  平成20年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   229,386 

資本組入額  114,693 

（注２） 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



平成15年９月27日定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予

約権の目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数を減じております。 

２ a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のい

ずれかの地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内

に新株予約権の行使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当

社取締役会が当該地位喪失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。 

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当

社取締役会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。 

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 405 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 405  同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  424,217 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成17年11月１日 

至平成21年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   424,217 

資本組入額  212,108 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項      － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項      － －   



平成16年９月25日定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予

約権の目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数を減じております。 

２ a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のい

ずれかの地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内

に新株予約権の行使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当

社取締役会が当該地位喪失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。 

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当

社取締役会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。 

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 396 360 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 396 360 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  238,686 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成19年４月１日 

至平成23年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   238,686 

資本組入額  119,343 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  



 平成17年９月17日定時株主総会決議 

  

 （注）１ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予

約権の目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数を減じております。 

２ a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のい

ずれかの地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内

に新株予約権の行使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当

社取締役会が当該地位喪失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。 

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当

社取締役会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。 

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  (3) 【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【大株主の状況】 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 443 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 443  同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  180,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自平成20年４月１日 

至平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

  発行価格  180,000 

  資本組入額  90,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項       －  －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －   －  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年7月1日～ 

平成18年12月31日 
20 42,820 250 2,041,528 255 2,508,099 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

田島 秀二 千葉県松戸市 11,373 26.6 

有限会社ユニテック 千葉県松戸市上本郷88番地 3,000 7.0 



（注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

小幡 公道 
2073 ECHO PL, SAN RAMON, CALIFORNIA 

94582 U. S. A.  
436 1.0 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 406 1.0 

ツバメ工業株式会社 愛媛県四国中央市川之江町2415番地 317 0.7 

井上 功 東京都千代田区 302 0.7 

村山 一友 大阪府大阪市平野区 300 0.7 

秋本 淳 千葉県市川市 276 0.6 

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内１丁目８-２  226 0.5 

プレシジョン・システム・サ

イエンス従業員持株会 
千葉県松戸市上本郷88番地 224 0.5 

計 － 16,860 39.3 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」及び「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株

（議決権４個）含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,820 42,820 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 42,820 － － 

総株主の議決権 － 42,820 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 163,000 157,000 151,000 144,000 135,000 124,000 

最低（円） 117,000 128,000 133,000 125,000 104,000 104,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     2,523,770 2,177,477   2,229,337 

２．受取手形及び売掛
金 

    702,777 575,571   848,395 

３．たな卸資産     603,921 776,511   649,024 

４．その他     56,044 54,525   117,952 

貸倒引当金     △402 △295   △263 

流動資産合計     3,886,110 80.9 3,583,789 77.2   3,844,447 78.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1         

(1)建物及び構築物 ※2 291,717   311,204 314,122   

(2)機械装置及び運搬具   90,994   105,949 117,296   

(3)工具器具及び備品   185,666   237,643 264,001   

(4)土地 ※2 293,663   296,182 294,582   

有形固定資産合計     862,041 950,979   990,001 

２．無形固定資産     28,130 20,667   23,863 

３．投資その他の資産     25,489 85,635   26,673 

固定資産合計     915,661 19.1 1,057,282 22.8   1,040,538 21.3

資産合計     4,801,772 100.0 4,641,072 100.0   4,884,985 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     283,176 289,721   488,875 

２．一年内返済予定の 
長期借入金 

※2   337,852 254,382   285,852 

３．賞与引当金     4,585 5,293   4,922 

４．その他     177,031 205,108   183,084 

流動負債合計     802,646 16.7 754,505 16.3   962,734 19.7

Ⅱ 固定負債           

１. 社債 ※2   350,000 550,000   350,000 

２．長期借入金 ※2   786,249 531,867   640,253 

３．その他     3,810 6,094   3,794 

固定負債合計     1,140,059 23.8 1,087,961 23.4   994,047 20.4

負債合計     1,942,705 40.5 1,842,466 39.7   1,956,782 40.1

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,035,378 42.4 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金     2,501,826 52.1 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金     △1,715,853 △35.7 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,862 0.0 － －   － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     35,851 0.7 － －   － －

資本合計     2,859,066 59.5 － －   － －

負債・資本合計     4,801,772 100.0 － －   － －

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 2,041,528 44.0   2,041,278 41.8

２．資本剰余金     － － 2,508,099 54.0   2,507,844 51.3

３．利益剰余金     － － △1,829,249 △39.4   △1,664,477 △34.1

 株主資本合計     － － 2,720,377 58.6   2,884,644 59.0

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － － 6,416 0.1   3,289 0.1

２．繰延ヘッジ損益     － － △117 △0.0   △18 △0.0

３．為替換算調整勘定     － － 71,880 1.6   40,233 0.8

評価・換算差額等合
計 

    － － 78,178 1.7   43,504 0.9

Ⅲ 新株予約権     － － 49 0.0   54 0.0

純資産合計     － － 2,798,605 60.3   2,928,203 59.9

負債純資産合計     － － 4,641,072 100.0   4,884,985 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,643,658 100.0 1,694,556 100.0   3,636,933 100.0

Ⅱ 売上原価     989,165 60.2 993,416 58.6   2,174,778 59.8

売上総利益     654,492 39.8 701,140 41.4   1,462,155 40.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   696,127 42.3 829,882 49.0   1,449,334 39.9

営業利益 
又は営業損失（△） 

    △41,634 △2.5 △128,741 △7.6   12,820 0.3

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   4,279 5,633 10,364  

２．受取配当金   10 16 32  

３．為替差益   11,048 11,608 22,180  

４．その他   3,007 18,345 1.1 5,307 22,565 1.3 4,163 36,741 1.0

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   12,213 11,361 23,498  

２．持分法による 
  投資損失 

  － 8,329 －  

３．新株発行費   457 － 603  

４．株式交付費   － 67 －  

５．社債発行費   6,450 3,319 6,450  

６．その他   12 19,134 1.2 3,975 27,052 1.6 106 30,658 0.8

経常利益 
又は経常損失（△） 

    △42,422 △2.6 △133,228 △7.9   18,903 0.5

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※2 3,964 3,964 0.2 － － － 4,171 4,171 0.1

         

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※3 － 30 －  

２．固定資産除却損 ※4 85 － 288  

３．減損損失 ※5 237,503 237,588 14.4 － 30 0.0 237,503 237,792 6.5

税金等調整前中間（当
期）純損失 

    276,047 △16.8 133,259 △7.9   214,717 △5.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  25,600 25,600 1.6 31,512 31,512 1.8 35,554 35,554 1.0

中間（当期）純損失     301,647 △18.4 164,772 △9.7   250,271 △6.9

         



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,491,267 

Ⅱ 資本剰余金増加高   

 １. 増資による新株の発行 10,558 10,558 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   2,501,826 

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,414,205 

Ⅱ 利益剰余金減少高   

１．中間純損失 301,647 301,647 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   △1,715,853 

    



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年6月30日 残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644 

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行（新株予約権等の行
使）（千円） 

250 255 505 

中間純利益（千円）   △164,772 △164,772 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

250 255 △164,772 △164,267 

平成18年12月31日 残高（千円） 2,041,528 2,508,099 △1,829,249 2,720,377 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年6月30日 残高（千円） 3,289 △18 40,233 43,504 54 2,928,203 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行（新株予約権等の行
使）（千円） 

    505 

中間純利益（千円）     △164,772 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

3,126 △99 31,647 34,674 △5 34,669 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

3,126 △99 31,647 34,674 △5 △129,597 

平成18年12月31日 残高（千円） 6,416 △117 71,880 78,178 49 2,798,605 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高（千円） 2,024,978 2,491,267 △1,414,205 3,102,039 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行（新株予約権等の行
使）（千円） 

16,300 16,576 32,877 

当期純利益（千円）   △250,271 △250,271 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

16,300 16,576 △250,271 △217,394 

平成18年6月30日 残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年6月30日 残高（千円） 686 △1,718 5,222 4,190 331 3,106,561 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行（新株予約権等の行
使）（千円） 

    32,877 

当期純利益（千円）     △250,271 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

2,602 1,700 35,010 39,313 △277 39,036 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

2,602 1,700 35,010 39,313 △277 △178,358 

平成18年6月30日 残高（千円） 3,289 △18 40,233 43,504 54 2,928,203 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  △276,047 △133,259 △214,717

減価償却費   77,725 89,281 169,767

減損損失   237,503 － 237,503

引当金の増加 
又は減少額(△) 

  △4,490 402 △4,521

受取利息 
及び受取配当金 

  △4,289 △5,649 △10,396

支払利息   12,213 11,361 23,498

新株発行費   457 － 603

株式交付費     － 67 －

社債発行費   6,450 3,319 6,450

持分法による 
投資損失 

  － 8,329 －

固定資産売却益   △3,964 － △4,171

固定資産売却損   - 30 －

固定資産除却損   85 － 288

売上債権の減少額 
又は増加額（△） 

  10,925 302,721 △109,954

たな卸資産の減少額
又は増加額(△) 

  5,250 △128,189 △40,290

仕入債務の増加額 
又は減少額（△） 

  △59,095 △233,894 123,178

その他   60,224 46,742 △6,061

小計   62,949 △38,736 171,177

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

    

利息及び 
配当金の受取額 

  4,025 5,617 10,202

利息の支払額   △10,481 △9,413 △21,376

法人税等の支払額   △27,095 △7,407 △26,750

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  29,397 △49,939 133,252

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の純増減   117,677 199,751 202,405

有形固定資産の売却
による収入 

  43,497 3,595 44,374

有形固定資産の取得
による支出 

  △39,955 △39,342 △239,058

無形固定資産の取得
による支出 

  △1,793 △1,091 △2,266

関係会社株式の取得 
による支出 

  － △50,000 －

その他   279 999 592

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  119,705 113,912 6,047

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減   △100,000 － △100,000

長期借入れによる収入   850,000 － 850,000

長期借入金の返済によ
る支出 

  △668,621 △139,856 △866,617

社債の発行による収入   343,550 196,681 343,550

株式の発行による収入   20,342 432 31,996

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  445,270 57,257 258,928

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  25,117 20,564 20,392

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  619,490 141,794 418,621

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  796,219 1,214,841 796,219

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 1,415,710 1,356,635 1,214,841

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）子会社は全て連結しておりま

す。 

(1）    同  左 (1）    同  左 

  (2）連結子会社の名称 

PSS Bio Instruments, Inc. 

Precision System Science 

Europe GmbH 

ユニバーサル・バイオ・リサ

ーチ株式会社 

  

(2）連結子会社の名称 

    PSS Bio Instruments, Inc. 

    Precision System Science 

    Europe GmbH 

    ユニバーサル・バイオ・リサ 

    ーチ株式会社 

    PSSキャピタル株式会社 

(2）連結子会社の名称 

   PSS Bio Instruments, Inc. 

     Precision System Science 

     Europe GmbH 

    ユニバーサル・バイオ・リサ 

    ーチ株式会社 

  

   

  

  

  上記のうち、PSSキャピタル

株式会社は新規に設立したため

連結子会社となりました。 

 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当する事項はありません。  (1)持分法適用の関連会社数 １社 

 (2)主要な会社の名称 

   バイオコンテンツ投資事業有限

  責任組合 

該当する事項はありません。 

   なお、バイオコンテンツ投資事

業有限組合は、当中間連結会計期

間において、新規に取得したこと

により持分法の適用範囲に含めて

おります。  

  

 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

同  左  全ての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に 

   基づく 時価法（評価差額 

   は全部純資産直入法により処 

  理し、売却原価は移動平 

  均法により算定）を採用 

しております。  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

   同  左 

②デリバティブ 

同  左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 ③たな卸資産 

 商品、製品、原材料、仕掛品、

貯蔵品は原則として総平均法によ

る原価法によっておりますが、一

部の在外連結子会社は移動平均法

による原価法によっております。 

③たな卸資産 

同  左 

③たな卸資産 

同  左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  

①有形固定資産 

 原則として定率法（ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建

物（付属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。）によっておりますが、一部

の在外連結子会社は定額法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物   3～50年 

機械及び装置    4～17年 

工具器具及び備品  2～15年 

①有形固定資産 

同  左 

①有形固定資産 

同  左 

 ②無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可

能期間（３～５年）による定額法

を採用しております。 

 

    ─────  

②無形固定資産 

     同  左 

  

  

  

 ③長期前払費用 

  定額法  

②無形固定資産 

    同  左 

  

  

  

 ③長期前払費用 

    同  左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定債権については個別に回収可能

性を勘案し回収不能見込額を計上

しております。 

①貸倒引当金 

同  左 

①貸倒引当金 

同  左 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

②賞与引当金 

同  左 

②賞与引当金 

同  左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(4）重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、中間

連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上してお

ります。 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しておりま

す。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

①ヘッジ会計の方法 

     同  左 

①ヘッジ会計の方法 

同  左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同  左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

 ③ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

③ヘッジ方針 

     同  左 

③ヘッジ方針 

同  左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

     同  左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金の範囲としており

ます。 

同  左 同  左  



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより、税金等調

整前中間純損失は237,503千円増加しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

  

  

 

  

       ─────  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      ─────  

 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

       ─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

       ─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

 （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

 当中間連結会計期間から「繰延資産の処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年８月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。前中間連結会計期

間において営業外費用として表示していた

「新株発行費」は、当中間連結会計期間よ

り、「株式交付費」として表示する方法に変

更しております。前中間連結会計期間におい

て営業活動によるキャッシュ・フローの内訳

として表示していた「新株発行費」は、当中

間連結会計期間より「新株交付費」として表

示す方法に変更しております。 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、税金等調整前当

期純損失は237,503千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

  

（貸借対照表の純資産の表示に関する会計基

準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、 

2,928,167千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

 

          

  

  

  

       ───── 



（表示方法の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

（中間連結貸借対照書） 

 従来、区分掲記しておりました「未払法人税等」については、重

要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示することに変更い

たしました。なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてお

ります「未払法人税等」は、12,670千円であります。 

 （中間連結損益計算書） 

  従来、「販売費及び一般管理費」は、各費用毎に区分掲記してお

りましたが、当中間連結会計期間から連結損益計算書の表示の簡明

化を図るため、一括掲記し、重要な費目を注記する方法に変更いた

しました。 

 なお、当中間連結会計期間の主要費目及びその金額は注記事項（中

間連結損益計算書関係）に記載しております。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．従来、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて区分掲記し

ていた、「その他流動資産の減少額又は増加額（△）」、「その他

流動負債の増加額又は減少額（△）」及び「未払金の増加額又は減

少額（△）」は、合算し、「その他」として表示することに変更い

たしました。なお、当中間連結会計期間の「その他」に含めた「そ

の他流動資産の減少額又は増加額（△）」は18,427千円、「その他

流動負債の増加額または減少額（△）」は10,366千円、「未払金増

加額または減少額（△）」は30,107千円であります。 

 ２．従来、投資活動によるキャッシュ・フローにおいて区分掲記し

ていた、「定期預金の払戻による収入」及び「定期預金の預入によ

る支出」は期間が短く、かつ回転が早いため、当中間連結会計期間

より「定期預金の純増減」として表示することに変更いたしまし

た。 

  

  

  

 ───── 

  

  

  

  

  

 ───── 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

 

  

  

   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  521,895千円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  693,437千円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  611,044千円であります。   

 ※２ 担保資産及び担保付債務  ※２ 担保資産及び担保付債務   ※２ 担保資産及び担保付債務  

  担保に供している資産は次のとおりであり

ます。 

  担保に供している資産は次のとおりであり

ます。 

 担保に供している資産は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 218,685千円

土地 272,530 

計 491,216 

建物及び構築物 215,781千円

土地 272,530 

計 488,311 

建物及び構築物 244,545千円

土地 272,530 

計 517,075 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定の 

長期借入金 
144,020千円

社債 250,000 

長期借入金 281,075 

計 675,095 

一年内返済予定の 

長期借入金 
111,650千円

社債 350,000 

長期借入金 169,425 

計 631,075 

一年内返済予定の 

長期借入金 

127,220千円

社債 250,000 

長期借入金 213,465 

計 590,685 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 146,699千円

賞与引当金繰入額 1,897 

減価償却費 50,456 

貸倒引当金繰入額 48 

研究開発費 186,116 

給与手当 165,598千円

賞与引当金繰入額 1,835 

減価償却費 61,933 

貸倒引当金繰入額 31 

研究開発費  245,814 

給与手当 309,619千円

賞与引当金繰入額 2,110 

減価償却費 113,024 

研究開発費 383,352 

※２ 固定資産売却益の内訳   ※２ 固定資産売却益の内訳 

土地 

機械装置及び運搬具 

  3,699千円 

 265   

    ─────   土地 

機械装置及び運搬具 

3,699千円

472   

  ※３ 固定資産売却損の内訳    

─────  機械装置及び運搬具    30千円 ───── 

※４ 固定資産除却損の内訳   ※４ 固定資産除却損の内訳 

   
工具器具及び備品 85千円     ─────  工具器具及び備品 288千円

   

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

  

     ───── 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

用途 種類 場所 

遊休
資産 

建物及び構築物、土
地、機械装置及び運
搬具、工具器具及び
備品 

千葉県 
松戸市 

 

  

  

用途 種類 場所 

遊休
資産 

建物及び構築物、土
地、機械装置及び運
搬具、工具器具及び
備品 

千葉県 
松戸市 

 当社グループは、事業用資産について

は、事業の種類別セグメントに基づき、

資産のグルーピングを行なっておりま

す。近年の地価下落傾向の中、減損損失

を認識すべきとされた上記の遊休資産に

つきまして、正味売却価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(237,503千円)と

して特別損失に計上しました。その内訳

は、建物及び構築物43,740千円、土地

121,919千円、機械装置及び運搬具

26,780千円、工具器具及び備品45,063千

円であります。 

 なお、正味売却価額は不動産鑑定評価

額によっています。 

      

  

 当社グループは、事業用資産について

は、事業の種類別セグメントに基づき、

資産のグルーピングを行なっておりま

す。近年の地価下落傾向の中、減損損失

を認識すべきとされた上記の遊休資産に

つきまして、正味売却価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(237,503千円)と

して特別損失に計上しました。その内訳

は、建物及び構築物43,740千円、土地

121,919千円、機械装置及び運搬具

26,780千円、工具器具及び備品45,063千

円であります。 

 なお、正味売却価額は不動産鑑定評価

額によっています。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の増加20株は、新株予約権の行使による増加であります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の増加1,332株は、新株予約権等の行使による新株の発行によるものであります。 

 

  

２．新株予約権に関する事項 

 （注）新株引受権1,108株の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末
株式数(株） 

当中間連結会計期
間増加株式数
（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数
（株） 

当中間連結会計期
間末株式数(株） 

発行済株式         

普通株式 42,800 20        － 42,820 

合計 42,800 20 － 42,820 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数(株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

第５回新株引受権付 

無担保社債 
－ －   － － － 49 

合計 － － － － － 49 

  
前連結会計年度末
株式数(株） 

当連結会計年度増
加株式数(株） 

当連結会計年度減
少株式数(株） 

当連結会計年度末
株式数(株） 

発行済株式         

普通株式 41,468 1,332 － 42,800 

合計 41,468 1,332 － 42,800 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数(株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

第５回新株引受権付 

無担保社債 
普通株式 1,324 － 1,108 216 54 

合計 － 1,324 － 1,108 216 54 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,523,770千円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△1,108,059 

現金及び現金同等物 1,415,710 

現金及び預金勘定 2,177,477千円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△820,841 

現金及び現金同等物 1,356,635 

現金及び預金勘定 2,229,337千円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△1,014,496 

現金及び現金同等物 1,214,841 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月 1日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械装置 
及び運搬具 

3,120 1,352 1,768 

工具器具 
及び備品 

10,576 7,903 2,673 

合計 13,696 9,255 4,441 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械装置 
及び運搬具 

6,180 2,826 3,354

工具器具 
及び備品 

3,988 2,991 997

合計 10,168 5,817 4,351

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械装置 
及び運搬具 

6,180 2,004 4,176

工具器具 
及び備品 

10,576 8,961 1,615

合計 16,756 10,965 5,791

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）    同  左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,300千円

１年超 2,141 

合計 4,441 

１年内 2,441千円

１年超 1,909 

合計 4,351 

１年内 2,661千円

１年超 3,130 

合計 5,791 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）     同  左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 1,369千円

減価償却費相当額 1,369 

支払リース料 1,220千円

減価償却費相当額 1,220 

支払リース料 3,079千円

減価償却費相当額 3,079 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 （減損損失について） 

             同  左 

 （減損損失について） 

同  左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

前連結会計年度末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの   

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 18,796 21,921 3,125 

合計 18,796 21,921 3,125 

１．その他有価証券で時価のあるもの   

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 18,796 29,561 10,765 

合計 18,796 29,561 10,765 

１．その他有価証券で時価のあるもの   

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 18,796 24,315 5,519 

合計 18,796 24,315 5,519 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

   当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の

時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

   当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の

時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

   当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の

時価等に関する事項については、その記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

   該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社グループの事業は、遺伝子・プロテオーム解析関連業界における研究開発やその研究成果の実用化に用いら

れる自動化機器、その他理化学機器、ソフトウェア等の開発及び製造販売、ならびに自動化機器に使用される試薬

及びプラスチック消耗品の製造販売等であります。したがって、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメ

ント情報は記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社グループの事業は、遺伝子・プロテオーム解析関連業界における研究開発やその研究成果の実用化に用いら

れる自動化機器、その他理化学機器、ソフトウェア等の開発及び製造販売、ならびに自動化機器に使用される試薬

及びプラスチック消耗品の製造販売等でありますが、当セグメントの売上高及び営業損失の金額が、全セグメント

の売上高合計及び営業損失の合計の90％を超えておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載を省略してお

ります。 

  

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社グループの事業は、遺伝子・プロテオーム解析関連業界における研究開発やその研究成果の実用化に用いら

れる自動化機器、その他理化学機器、ソフトウェア等の開発及び製造販売、ならびに自動化機器に使用される試薬

及びプラスチック消耗品の製造販売等であります。したがって、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメ

ント情報は記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

（注） 地域は、国毎に区分しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）１．地域は、国毎に区分しております。 

       ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は、29,297千円であり、 

         その主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。 

  
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

ドイツ 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 490,195 24,344 1,129,118 1,643,658 － 1,643,658 

(2)セグメント間の内部売上高 882,783 － 4,301 887,084 (887,084) － 

計 1,372,978 24,344 1,133,420 2,530,743 (887,084) 1,643,658 

営業費用 1,418,845 82,157 1,076,302 2,577,305 (892,012) 1,685,292 

営業利益又は営業損失(△) △45,866 △57,813 57,117 △46,562 4,927 △41,634 

  
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

ドイツ 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 407,596 90,624 1,196,336 1,694,556 － 1,694,556 

(2)セグメント間の内部売上高 943,752 446 3,061 947,261 (947,261) － 

計 1,351,349 91,071 1,199,397 2,641,818 (947,261) 1,694,556 

営業費用 1,467,669 156,826 1,118,496 2,742,993 (919,694) 1,823,298 

営業利益又は営業損失(△) △116,320 △65,755 80,901 △101,174 (27,566) △128,741 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

（注） １．地域は、国毎に区分しております。 

        ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は、166,775千円であり、 

          その主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。 

  
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

ドイツ 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 879,864 60,553 2,696,516 3,636,933 － 3,636,933 

(2)セグメント間の内部売上高 2,181,134 57 10,668 2,191,860 (2,191,860) － 

計 3,060,998 60,611 2,707,184 5,828,794 (2,191,860) 3,636,933 

営業費用 2,801,852 196,683 2,625,104 5,623,639 (1,999,526) 3,624,112 

営業利益又は営業損失(△) 259,145 △136,072 82,080 205,154 (192,333) 12,820 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

（注）１．地域は、国毎に区分しております。 

２．その他の区分に含まれる国は、英国、ノルウェー、スペイン、マレーシア、米国、スウェーデン、台湾、韓国

であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）１．地域は、国毎に区分しております。 

２．その他の区分に含まれる国は、英国、ノルウェー、スペイン、米国、スウェーデン、韓国、イタリア、カナダ

ギリシャ、トルコ、フランス、アイルランドであります。 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

（注）１．地域は、国毎に区分しております。 

２．その他の区分に含まれる国は、米国、英国、ノルウエー、スペイン、フランス、韓国、スウェーデン、 

  カナダ、台湾、マレーシア等であります。 

  ドイツ スイス その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 799,222 299,853 66,798 1,165,874 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,643,658 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
48.6 18.2 4.1 70.9 

  ドイツ スイス その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 819,575 332,138 142,211 1,293,926 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,694,556 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
48.4 19.6 8.4 76.4 

  ドイツ スイス その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,868,188 756,270 170,994 2,795,454 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 3,636,933 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
51.4 20.8 4.7 76.9 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 67,545.51円

１株当たり中間純損失 7,231.84円

１株当たり純資産額 65,356.30円

１株当たり中間純損失 3,848.11円

１株当たり純資産額 68,414.70円

１株当たり当期純損失 5,926.68円

   

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、新株引受権残高及

びストックオプションの新株発行予

定残数がありますが、中間純損失が

発生しているため記載しておりませ

ん。 

同  左 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株引受権残高及

びストックオプションの新株発行予

定残数がありますが、当期純損失が

発生しているため記載しておりませ

ん。  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり中間（当期）純損失       

中間（当期）純損失 

（千円） 
301,647 164,772 250,271 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
301,647 164,772 250,271 

期中平均株式数（株） 41,711 42,819 42,228 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権3種類(1,525個) 新株予約権4種類(1,833個) 新株予約権3種類(1,525個) 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

  

  

  

  

 

───── 

  

  

 

  

  

  

───── 

 当社は、平成18年6月19日開催の取締

役会において、ベンチャー企業の投

資・育成を目的とした子会社（出資比

率：100％）の設立を決議いたしまし

た。 

会社名   ＰＳＳキャピタル株式会社

設立日   平成18年７月７日 

本店所在地 千葉県松戸市上本郷88番地

代表者   代表取締役社長 秋本 淳

出資額   60百万円 

取得株式数 1,200株 

事業目的   ベンチャー企業の投資育成

     事業、コンサルティング等 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     1,652,274 1,577,741   1,743,048

２．受取手形     7,952 7,558   2,774

３．売掛金     1,041,364 610,037   853,284

４．たな卸資産     587,893 767,267   640,675

５．その他 ※3   43,780 71,122   109,556

貸倒引当金     △1,049 △677   △856

流動資産合計     3,332,215 70.1 3,033,050 69.4   3,348,483 69.5

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※1       

(1）建物 ※2 225,110   239,069 245,891 

(2）機械及び装置   51,645   34,620 42,257 

(3）車両運搬具   1,622   758 1,338 

(4）工具器具及び備
品 

  175,412   227,545 253,947 

(5）土地 ※2 272,530   272,530 272,530 

有形固定資産合計     726,320 15.3 774,525 17.7   815,964 17.0

２．無形固定資産     27,196 0.6 19,853 0.5   23,135 0.5

３．投資その他の資産         

(1）関係会社株式   532,935   392,342 494,813 

(2）関係会社出資金   107,520   107,520 107,520 

(3）その他   24,311   42,877 25,523 

投資その他の資産計     664,766 14.0 542,739 12.4   627,856 13.0

固定資産合計     1,418,283 29.9 1,337,118 30.6   1,466,956 30.5

資産合計     4,750,499 100.0 4,370,169 100.0   4,815,439 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金     264,928 262,440   442,359

２．一年内返済予定の長
期借入金 

※2   337,852 254,382   285,852

３．賞与引当金     4,585 5,293   4,922

４．その他     122,142 129,036   106,558

流動負債合計     729,508 15.4 651,152 14.9   839,692 17.4

Ⅱ 固定負債         

１．社債 ※2   350,000 550,000   350,000

２．長期借入金 ※2   786,249 531,867   640,253

３．繰延税金負債     1,262 4,349   2,229

４．その他     1,131 117   18

固定負債合計     1,138,643 24.0 1,086,333 24.9   992,501 20.6

負債合計     1,868,151 39.4 1,737,486 39.8   1,832,193 38.0

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     2,035,378 42.8 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金     2,501,826 －   －

資本剰余金合計     2,501,826 52.7 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金         

１．中間未処理損失     1,656,720 －   －

利益剰余金合計     △1,656,720 △34.9 － －   － －

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,862 0.0 － －   － －

資本合計     2,882,347 60.6 － －   － －

負債・資本合計     4,750,499 100.0 － －   － － 

          

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     － － 2,041,528 46.7   2,041,278 42.4

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   －   2,508,099 2,507,844 

資本剰余金合計     － － 2,508,099 57.4   2,507,844 52.1

３．利益剰余金         

(1）その他利益剰余金         

繰越利益剰余金   －   △1,923,292 △1,569,202 

利益剰余金合計     － － △1,923,292 △44.0   △1,569,202 △32.6

株主資本合計     － － 2,626,335 60.1   2,979,920 61.9

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価
差額金 

    － － 6,416 0.1   3,289 0.1

２．繰延ヘッジ損益     － － △117 △0.0   △18 △0.0

評価・換算差額等合計     － － 6,298 0.1   3,271 0.1

Ⅲ 新株予約権     － － 49 0.0   54 0.0

純資産合計     － － 2,632,683 60.2   2,983,245 62.0

負債純資産合計     － － 4,370,169 100.0   4,815,439 100.0

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,372,978 100.0 1,343,486 100.0   3,060,998 100.0 

Ⅱ 売上原価     860,688 62.7 829,515 61.7   1,854,896 60.6

売上総利益     512,290 37.3 513,970 38.3   1,206,101 39.4

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    551,503 40.2 660,778 49.2   1,115,399 36.4

営業利益又は 
営業損失 (△) 

    △39,212 △2.9 △146,807 △10.9   90,701 3.0

Ⅳ 営業外収益 ※1   12,925 0.9 14,714 1.1   21,320 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※2   19,134 1.4 22,674 1.7   30,658 1.0

経常利益又は 
経常損失(△) 

    △45,421 △3.4 △154,767 △11.5   81,362 2.7

Ⅵ 特別利益 ※3   3,699 0.3 1,852 0.1   3,904 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4,5   237,588 17.3 200,005 14.9   275,914 9.0

税引前中間(当期）純損失     279,310 △20.4 352,920 △26.3   190,647 △6.2

法人税、住民税及び 
事業税 

    1,144 0.1 1,168 0.1   2,290 0.1

中間（当期）純損失     280,455 △20.5 354,089 △26.4   192,937 △6.3

前期繰越損失     1,376,264 －   － 

中間未処理損失     1,656,720 －   － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行（新株予約権の
行使）（千円） 

250 255 505 

中間純利益（千円）   △354,089 △354,089 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）（千円） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

250 255 △354,089 △353,584 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

2,041,528 2,508,099 △1,923,292 2,626,335 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

3,289 △18 3,271 54 2,983,245 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行（新株予約権の
行使）（千円） 

  505 

中間純利益（千円）   △354,089 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）（千円） 

3,126 △99 3,027 △5 3,022 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

3,126 △99 3,027 △5 △350,562 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

6,416 △117 6,298 49 2,632,683 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金    利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

 その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

2,024,978 2,491,267 △1,376,264 3,139,980 

事業年度中の変動額    

新株の発行（新株予約権の
行使）（千円） 

16,300 16,576 32,877 

当期純利益（千円）   △192,937 △192,937 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

   

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

16,300 16,576 △192,937 △160,060 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

686 △1,718 △1,031 331 3,139,280 

事業年度中の変動額     

新株の発行（新株予約権の
行使）（千円） 

  32,877 

当期純利益（千円）   △192,937 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

2,602 1,700 4,303 △277 4,026 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

2,602 1,700 4,303 △277 △156,034 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

3,289 △18 3,271 54 2,983,245 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

 なお、投資事業組合等（証券 

 取引法第２条第２項により有価

 証券とみなされるもの）につい

 ては、組合契約に規定される決

 算報告日に応じて入手可能な最

 近の決算書を基礎とし、持分相

 当額を純額で取り込む方法によ

 っております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

    デリバティブ 

  時価法 

  デリバティブ 

     同  左 

  デリバティブ 

同  左 

  (2）たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同  左 

(2）たな卸資産 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。） 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

    建物       3～50年 

  機械及び装置   4～17年 

  車両運搬具    6～ 8年 

  工具器具及び備品 2～15年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

  ソフトウェア（自社利用）に

ては、社内における見込利用

可能期間（３～５年）による

定額法を採用しておます。 

  

      ─────  

(2）無形固定資産 

   同  左 

  

  

  

  

 (3)長期前払費用 

     定額法      

(2）無形固定資産 

     同  左 

  

  

  

  

（3)長期前払費用 

     同  左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

(1）貸倒引当金 

同  左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同  左 

(2）賞与引当金 

同  左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同  左 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

６．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

    同  左 

(1）ヘッジ会計の方法  

同  左  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ 

 ヘッジ対象 借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同  左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象  

同  左  

  

  (3）ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

    同  左 

(3）ヘッジ方針 

          同  左  

  

  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

    同  左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法  

 同  左  

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
 至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り、税引前中間純利益は237,503千円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

  

  

  

  

       ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

           ───── 

 

  

  

  

  

  

  

  

         ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

        ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

 当中間会計期間から「繰延資産の処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年8月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。前中間会計期間

及び前事業年度において営業外費用の内訳

とした「新株発行費」は、当中間会計期間

より、「株式交付費」として処理する方法

に変更しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はあ

りません。 

   

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより、税引前当期純損失

は237,503千円増加しております 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の会計に相当する金額は、 

2,983,210千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。  

  

  

  

  

                 ───── 

     



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

(貸借対照表) 

 従来、区分掲記しておりました「未払金」

については、重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めて表示することにいたしまし

た。なお、当期の「その他」に含まれており

ます「未払金」は、95,448千円であります。 

   

  

  

          ─────   

  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年６月30日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

437,428千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

555,680千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

498,552千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 218,685千円

土地 272,530 

       計 491,216 

    

    

建物 215,781千円

土地 272,530 

       計 488,311 

    

    

建物 244,545千円

土地  272,530 

       計 517,075 

    

    

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

  

一年内返済予定の長

期借入金 

144,020千円

社債 250,000 

長期借入金 281,075 

計 675,095 

    

  

一年内返済予    

定の長期借入金 

111,650千円

社債        350,000 

長期借入金 169,425 

計 631,075   

    

  

一年内返済予定の長

期借入金 

127,220千円

社債        250,000 

長期借入金 213,465 

計 590,685  

    

※3 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※3 消費税等の取扱い 

 同   左 

  

※3 消費税等の取扱い 

――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息 46千円 

   為替差益 12,410 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息 157千円 

   為替差益 12,052 

※1 営業外収益のうち主要なもの 

  受取利息 134千円 

  為替差益 20,537 

※2 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息 11,239千円 

   社債利息 974 

   社債発行費 6,450 

※2 営業外費用のうち主要なもの  

   支払利息 7,760千円 

   社債利息 3,601 

   社債発行費 3,319 

※2 営業外費用のうち主要なもの 

  支払利息 20,156千円 

  社債利息 3,342 

  社債発行費   6,450 

※3 特別利益のうち主要なもの 

   土地売却益 3,699千円 

※3 特別利益のうち主要なもの 

   機械及び装置

   売却益 

 1,673千円 

※3 特別利益のうち主要なもの 

  土地売却益 3,699千円 

※4 特別損失のうち主要なもの 

  

  

   工具器具及び 

   備品除却損 

85千円 

   減損損失 237,503千円 

※4 特別損失のうち主要なもの 

   車両運搬具売

   却損 

  

30千円 

   関係会社株式

   評価損 

 199,974千円 

※4 特別損失のうち主要なもの 

   工具器具及び 

   備品除却損 

  

288千円 

   減損損失 

  

237,503千円 

   関係会社株式 

   評価損 

38,122千円 

  

※5 減損損失 ――――― ※5 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

   当事業年度において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しました 

用途 種類 場所 

遊休 
資産 

建物 
土地 

機械及び装置 
工具器具及び
備品 

千葉県松戸市中
和倉 

 

  

用途 種類 場所 

遊休 
資産 

建物 
土地 

機械及び装置 
工具器具及び
備品 

千葉県松戸市中
和倉 

当社は、事業用資産については、事業の

種類別セグメントに基づき、資産のグルー

ピングを行なっております。近年の地価下

落傾向の中、減損損失を認識すべきとされ

た上記の遊休資産につきまして、正味売却

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

(237,503千円)として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物43,740千円、土地

121,919千円、機械及び装置26,780千円、工

具器具及び備品45,063千円であります。 

なお、正味売却価額は不動産鑑定評価額

によっています。 

  

  

 当社は、事業用資産については、事業の種類

別セグメントに基づき、資産のグルーピングを

行なっております。近年の地価下落傾向の中、

減損損失を認識すべきとされた上記の遊休資産

につきまして、正味売却価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(237,503千円)として特別損

失に計上しました。その内訳は、建物43,740千

円、土地121,919千円、機械及び装置26,780千

円、工具器具及び備品45,063千円でありす。 

 なお、正味売却価額は不動産鑑定評価額によ

っております。 

 6 減価償却実施額 

   有形固定資産 57,687千円 

   無形固定資産 4,489 

 6 減価償却実施額 

   有形固定資産 66,208千円 

   無形固定資産 4,081 

 6 減価償却実施額 

   有形固定資産 120,575千円 

   無形固定資産 9,010 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 

（千円） 

車両運搬
具 

3,120 1,352 1,768 

工具器具
及び備品 

10,576 7,903 2,673 

合計 13,696 9,255 4,441 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 

（千円）

車両運搬
具 

6,180 2,826 3,354

工具器具
及び備品 

3,988 2,991 997

合計 10,168 5,817 4,351

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車両運搬
具 

6,180 2,004 4,176

工具器具
及び備品 

10,576 8,961 1,615

合計 16,756 10,965 5,791

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注） 

同   左 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております 

             

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

１年内 2,300千円

１年超 2,141 

合計 4,441 

１年内 2,441千円

１年超 1,909 

合計 4,351 

１年内 2,661千円

１年超 3,130 

合計 5,791 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております 

（注） 

同   左 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります  

  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 1,369千円

減価償却費相当額 1,369 

支払リース料 1,220千円

減価償却費相当額 1,220 

支払リース料 3,079千円

減価償却費相当額 3,079 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同   左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(減損損失について) 

      同   左 

(減損損失について)  

  同   左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 68,095.52円

１株当たり中間純損失 6,723.78円

１株当たり純資産額 61,481.41円

１株当たり中間純損失 8,269.45円

１株当たり純資産額 69,700.74円

１株当たり当期純損失 4,568.94円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益に

ついては、新株引受権残高及びストックオ

プションの新株発行予定残数があります

が、中間純損失が発生しているため記載し

ておりません。 

同    左    潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、新株予約権等の残高がありま

すが、当期純損失が発生しているため記載

しておりません。 

 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり中間（当期）純損失       

中間（当期）純損失（千円） 

  
280,455 354,089 192,937 

普通株主に帰属しない金額（千円） －                    －                     －  

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
280,455 354,089 192,937 

期中平均株式数（株） 41,711 42,819 42,228 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権3種類(1,525個) 新株予約権 4種類(1,833個) 新株予約権 3種類( 1,525個) 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

   

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

────── 

当社は、平成18年6月19日開催の取締役

会において、ベンチャー企業の投資・

育成を目的とした子会社（出資比率：

100％）の設立を決議いたしました。 

会社名   ＰＳＳキャピタル株式会社

設立日   平成18年７月７日 

本店所在地 千葉県松戸市上本郷88番地

代表者   代表取締役社長 秋本 淳

出資額   60百万円 

取得株式数 1,200株 

事業目的  ベンチャー企業の投資育成 

    事業、コンサルティング等 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第21期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月25日関東財務局長に提出。 

 (2）有価証券報告書の訂正報告書 

   （平成18年９月25日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書） 平成18年9月28日関東財務局長に提出。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田代 清和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岡本 和巳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプレシ

ジョン・システム・サイエンス株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田代 清和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岡本 和巳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプレシ

ジョン・システム・サイエンス株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田代 清和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岡本 和巳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプレシ

ジョン・システム・サイエンス株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第21期事業年度の中間会計期

間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田代 清和  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岡本 和巳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプレシ

ジョン・システム・サイエンス株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第22期事業年度の中間会計期

間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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